
公共施設マネジメントの現状＿はじめに　

はじめに

平成24（2012）年の中央自動車道笹子トンネル天井板落下事故から ８ 年が
経過します。この間、国を挙げて国土強靭化に取り組み、公共施設等総合管
理計画の策定、個別施設計画の策定へと進みましたが、あなたの自治体の老
朽化対策は進んだと言えるでしょうか。

総務省による公共施設等総合管理計画の策定要請により、公共施設マネジ
メントの検討の方向性や数値目標などは示すことができたものの、実際の取
組はモデル事業など部分的なものに留まり、これまでの構造を変える実効力
のある取組を展開している自治体は非常に少ない状況にあります。

公共施設マネジメントには、施設白書、数値目標、施設評価、市民参加、
官民連携、包括委託、PRE 活用など、非常に多くの取組が存在しています。

何に重点を置いて取組を進めるべきかは自治体の特徴によって大きく異な
ります。また、取組を進める際には、縦割組織の弊害、住民合意形成、政治
とのバランスなど難しさがあり、実効力を落とさずに取組を進めるための創
意工夫が必要になります。

筆者は、自治体職員として公共施設マネジメントに ９ 年間従事し、先進自
治体の取組を参考にし、試行錯誤を繰り返しながら実務を進めてきました。

「マネジメントは何から行うべきか」「数値目標はどのように設定すべきか」
「施設評価はどのように行うべきか」「市民参加はどうするべきか」など、そ
の 1 つひとつで悩み、処方箋を求めてきました。このような状況から、大学
と連携して先進自治体の取組を調査するようになり、このほど先進自治体の
取組の特徴を体系的に取りまとめるに至りました。

本書は、本調査研究の内容を中心として構成し、以下により実効力のある
公共施設マネジメントの実務の進め方を考察します。

第 1 部では、本研究の結果に基づき、全国の先進自治体が再編、長寿命化、
財源確保の全般にわたり具体的にどのように取組を進めているかを体系的に
整理し、各取組内容について考察します。また、人口規模、財政力、面積等
の地域性に着目して、自治体の特徴に応じた公共施設マネジメント手法を提
示します。

第 2 部では、筆者がこれまで自治体職員として実践した各種取組を題材と
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して、具体的な実務の進め方や、各取組段階における創意工夫や留意点など
について考察します。
以上により、各自治体に合ったマネジメントの方向性を提示するとともに、

具体的な実務の進め方について考察します。
本書は、自治体の実務担当者をはじめとし、企画・財政・管財・行革等の

施策を牽引する長、あるいは施策をチェックし方向性を導く地方議会議員に
ご覧いただきたいと思います。このほか、自治体から専門的な知見を求めら
れるコンサルタント、事業提案を行う民間事業者、公共施設の再編等に深く
関係している施設利用者にも示唆に富む内容であると考えます。
本書が、全国の実効力のある公共施設マネジメントの一助になりますと幸

いです。

令和 ２（２0２0）年 ２月

上森　貞行
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本章では、公共施設マネジメント全体に共通する取組の中で、マネジメン
トの実効性を保つために、筆者が特に重要と考える「数値目標設定」「施設
評価」「市民参加」の ３ つの取組を取り上げ、先進自治体の取組を基にそれ
ぞれの実施方法を考察していきます。

なお、本章は、実務担当者が悩む点を掘り下げて考察しており、マネジメ
ントの全体像を捉えたい方には少し細かい内容となっています。細かいと感
じた方は次章以降を先にお読みいただくことをお勧めいたします。

　

数値目標の設定方法1
はじめに、全国で数値目標として設定が進む「延床面積の縮減目標」につ

いて、目標値をどのように定めているのかその設定方法を見ていきます。
対象とした自治体は、総務省の総合管理計画策定要請から 1 年で計画を策

定した75自治体にアンケート調査をした際に、延床面積縮減目標を定めてい
た2９自治体です。当該自治体の総合管理計画を調査した結果、図表 4 － 1 の
とおり延床面積縮減目標の設定方法は次の ３ つの類型に分類することができ
ました。

（ 1 ） 住民一人当たり延床面積の全国平均値と比較

第一の類型は、「住民一人当たり延床面積の全国平均値と比較」です。こ
の方法により2９自治体中 4 自治体（1３.８％）が数値目標を設定しています。
いずれも、小都市又は中都市であり、住民一人当たりの延床面積が 4 ㎡を超
過しており、全国平均値を数値目標とすることで延床面積の大幅な縮減が図
られます。他自治体よりも住民一人当たりの延床面積が多いことから、住民
の理解を得やすい方法と考えられますが、財政的な裏付けがありません。う
ち 2 自治体は財政面の検証を行っていますが、数値目標を達成したとしても、
更なる総量削減又は経費節減努力による財源確保が必要であるとしており、
他自治体並みとするのみでは、将来的に自治体経営上の破綻がない持続可能
な目標設定になっているとは言い難い部分が残ります。

（ 2 ） 人口減少率に応じた延床面積の縮減

第二の類型は、「人口減少率に応じた延床面積の縮減」です。この方法に
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図表４－１ 延床面積縮減目標の設定方法 

※1 総延床面積/人口は、アンケートで把握した平成 26 年 3 月 31 日時点の行  政財産
の総延床面積及び原則として同時点の人口を用いて計算している。 

※2 長寿命化の（）内は建替周期の延長内容を示す。

数値目標設定
方法

自治体名 目標値の算出方法
目標
期間
（年）

縮減
率

（％）

総延床
面積/

人口
(㎡/人)

大牟田市 全国の類似団体の平均値まで縮減 10 20 4.11

高島市 全国の類似団体の平均値まで縮減 30 50 7.20

日立市 全市町村の平均値まで縮減 27 15 4.05

湯梨浜町
全市町村の平均値と比較し、長寿命化（年数設定無し）
や維持管理費縮減等を勘案し設定

30 30 6.04

筑西市 総人口の減少率相当を縮減 20 20 3.79

小川町 総人口の減少率相当を縮減 30 40 3.04
安芸高田市 総人口の減少率相当を縮減 20 30 9.58

石狩市 総人口の減少率相当を縮減 20 20 4.39

那珂市
総人口の減少率と一人当たり延床面積の県内市町村
平均値から目標値設定

30 15 2.97

松原市
総人口の減少率相当の縮減に加え、長寿命化（60→
70年）及び学校総延床面積半減を行う目標値設定

30 20 2.29

熊谷市
施設用途別に利用者年齢人口変化率を用いて延床面
積を算出

40 43 3.10

小清水町
施設用途別に利用者年齢人口変化率を用いて延床面
積を算出

26 40 15.53

伊丹市 目標年と人口近似する過去の年の延床面積まで縮減 20 10 2.85

福知山市 更新費用に対する普通建設事業費等の割合から算出 30 45 5.39

越谷市 更新費用に対する普通建設事業費等の割合から算出 40 22 1.58

長浜市 更新費用に対する普通建設事業費等の割合から算出 40 34 5.50

那覇市 更新費用に対する普通建設事業費等の割合から算出 40 17.5 3.36

可児市 更新費用に対する普通建設事業費等の割合から算出 50 35 2.44

高松市
更新費用に対する普通建設事業費等の割合から算出
（長寿命化（55→70年）を勘案）

50 44.5 3.36

奈良市
更新費用に対する普通建設事業費等の割合から算出
（長寿命化（60→70年）を勘案）

40 30 2.95

渋川市
更新費用に対する普通建設事業費等、管理運営費節
減分の割合から算出 30 15 4.37

松川村
更新費用に対する普通建設事業費等、管理運営費節
減分、土地売却益の割合から算出 30 7 5.67

静岡市
更新費用に対する普通建設事業費等、管理運営費節
減分、土地売却益の割合から算出 30 20 3.25

明石市
更新費用に対する普通建設事業費等、管理運営費節
減分、土地売却益の割合から算出 40 30 2.87

与論町
更新費用に対する普通建設事業費等、管理運営費節
減分、土地売却益の割合から算出 40 20 10.38

霧島市
更新費用に対する普通建設事業費等を算出し、管理運営
費節減分、使用料見直し及び民間資金活用を勘案し設定

40 60 6.48

相模原市
更新費用に対する普通建設事業費等を算出し、民間
活力活用、長寿命化（年数設定無し）、未利用資産活
用、受益者負担適正化などを勘案し設定

30 20 2.25

さいたま市

更新費用に要する一般財源に対する確保可能普通建
設事業費等を算出し、長寿命化（60→80年）、管理運
営費節減分を勘案し設定

60 15 1.97

坂戸市
更新費用に対する普通建設事業費等を算出し、現実的
に可能な範囲で目標値設定（根拠記載無し）

30 20 2.34

①住民一人当
たり延床面積
の全国平均値
と比較

②人口減少率
に応じた延床
面積の縮減

③更新費用と
確保可能財源
の比較

図表 ４ － １ 　延床面積縮減目標の設定方法

※ 1　総延床面積 /人口は、アンケートで把握した平成26年 3 月31日時点の行政財産
の総延床面積及び原則として同時点の人口を用いて計算している。

※ 2　長寿命化の（）内は建替周期の延長内容を示す。
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より2９自治体中 ９ 自治体（３1.0％）が数値目標を設定しています。小都市や
中都市を中心に採用されていますが、この方法には主に二通りの考え方があ
ります。

1 つは、総人口の減少率相当を延床面積の縮減率とする方法であり、人口
一人当たりの延床面積を増加させない考え方です。サービス低下を招かずに
総量縮減し、住民一人当たりの負担額を増加させないイメージを持ちますが、
実際は財政負担の増加にどのように対応するか課題が残ります。例えば、小
川町では３0年間の人口減少率42.5％を踏まえ、施設総量を40％縮減する目標
を掲げていますが、この場合でも住民一人当たりの負担額は現状の2.25倍に
なると試算しています。他自治体の試算でも同様の傾向にあり、人口減少率
相当の施設総量を縮減したとしても住民一人当たりの負担額は増加すること
が分かります。高度経済成長期に集中的に整備を行った施設を、今後数年間
で集中的に更新しなければならないため、住民一人当たりの負担額は増加し
ます。財源をどのように捻出するかの課題が残ります。

もう 1 つの考え方として、施設用途別に、利用者年齢人口の変化率を現在
の延床面積に乗じ、将来の総延床面積を積算する方法があります。施設用途
により、年少人口の変化率や老年人口の変化率又は総人口変化率などを計算
に用います。その結果、少子高齢化により保有量が最も多い学校施設を中心
に、大幅な見直しが必要な試算となるため、総人口の減少率を用いた積算方
法よりも大きな縮減を要する数値目標となり、財政負担が軽減されます。ま
た、施設用途別に検討が加えられ、具体的な見直しの方向性が可視化される
利点もあります。しかし、この方法も財源の捻出方法について別途検証が必
要となります。

（ 3 ） 更新費用と確保可能財源の比較

第三の類型は、「更新費用と確保可能財源の比較」です。この方法により
2９自治体中16自治体（55.2％）が数値目標を設定しており最も多く利用され
ています。

更新費用については、総務省が示す更新費用試算ソフトを用いて（単価等
一部アレンジを含む）試算した自治体は、16自治体中 ９ 自治体（56.３％）あ
り、同ソフトが活用されていることが分かります。独自に試算をした自治体
では、15年ごとに修繕し70年で建替える試算や、RC 造は45年、W 造は25年
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など構造に応じた建替周期の設定、または部材ごとに修繕等の周期を定める
自治体も見受けられます。

確保可能財源については、その中心となるものは、投資的経費である普通
建設事業費や、維持補修費等から公共建築物の整備に向ける費用（以下、普
通建設事業費等という）です。

普通建設事業費等は、主に次の ３ つの手法により試算されています。
第一の手法は、今後の歳入を財源別に、歳出を性質別（扶助費、普通建設

事業費など）に試算し、財政見通しを作成する手法です。16自治体中 ３ 自治
体（1８.８％）がこの手法で試算をしています。正確に試算する手法ですが、
経済状況や国の制度変更など不透明な要因に大きな影響を受けるため長期の
試算が難しい側面があります。

第二の手法は、過去数年間に公共建築物の整備に向けてきた普通建設事業
費等の実績を、今後も同水準で支出できると仮定する手法です。16自治体中
９ 自治体（56.３％）がこの手法で試算をしています。財政見通しを作成する
よりも簡便に試算できますが、人口減少が進んだ際に財源が不足する可能性
があります。

第三の手法は、過去数年間に公共建築物の整備に向けてきた普通建設事業
費等の実績を基本とし、人口減少等を踏まえ普通建設事業費等が年々減少し
ていくものとする試算方法です。16自治体中 ３ 自治体（1８.８％）がこの手法
で試算をしています。人口減少等を普通建設事業費等にどのように反映させ
るかに難しさがありますが、財政見通しを作成する第一の手法よりも簡易な
試算方法であり、第二の手法と比べても、人口減少等のリスクまで勘案され
ており、現実的な試算方法であると考えられます。

普通建設事業費等以外の財源についても見てみます。図表 4 － 1 のとおり、
確保可能財源を普通建設事業費等のみとする自治体は16自治体中 7 自治体

（4３.８％）あります。これに加えて延床面積の縮減に伴う管理運営費節減分
も財源として見込んでいる自治体は16自治体中 7 自治体（4３.８％）、さらに
延床面積の縮減に伴う土地売却益まで財源として見込んでいる自治体は16自
治体中 4 自治体（25.0％）ありました。管理運営費節減分は延床面積の縮減
率 1 ％当たり年間の管理運営費が 1 ％削減できるなどの仮定を、土地売却益
は延床面積を 1 ％縮減した場合に市が保有する土地の 1 ％分の跡地が生じる
などの仮定をし、財源として見込んでいます。普通建設事業費等のみでは延




